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はじめに 
本マニュアルは年末調整処理を実施するにあたり必要なマスタ設定について記載しています。 
 
年末調整関連機能のマニュアルは、以下をご用意しています。 
・ 年末調整実施マニュアル１【事前確認から申告書出力】 （本マニュアル） 
・ 年末調整実施マニュアル２【年末調整計算から過不足額還付】 
・ 年末調整実施マニュアル３【法定帳票出力・磁気データ作成】 
・ 随時年末調整マニュアル 
・ 年末調整 FAQ 集 

 
帳票について以下のように記載しています。 
・ 「給与所得者の扶養控除申告書」、「扶養控除申告書」と記載 
・ 「給与所得者の保険料控除申告書」、「保険料控除申告書」と記載 
・ 「給与所得者の基礎控除申告書兼給与所得者の配偶者控除等申告書兼所得金額調整控除申告

書」、「基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書」と記載 
なお、上記帳票の裏面イメージデータは省略します。 
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1 2021 年 年末調整対応での変更点 
年調 1 回目対応 

法改正内容 マニュアル該当箇所 

1．令和 3 年分保険料控除申告書 
申告書フォーマット対応 「年末調整実施マニュアル 1」 

5.1.1「保険料控除申告書」押印欄削除 

「給与の支払者受付印」削除 

令和 3 年分の裏面対応 

［個人番号と相違ない］を印字する」にチェックありの

「印」を削除 

２．令和 3 年分給与所得者の基礎控除申告書兼給与所得者の配偶者控除等申告書兼所得金額

調整控除申告書 
申告書フォーマット対応 「年末調整実施マニュアル 1」 

5.1.2「基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除

申告書」押印欄削除 

「給与の支払者受付印」削除 

令和 3 年分の裏面対応 

3．令和 3 年度の扶養控除申告書出力 
申告書フォーマット対応 「年末調整実施マニュアル 1」 

「6.1.1 令和 3 年度の扶養控除申告書出力イメージ」

押印欄削除 

「給与の支払者受付印」削除 

令和 4 年分の裏面対応 

「6.1.2 令和 3 年度の扶養控除申告書出力イメージ」 

［個人番号と相違ない］を印字する」にチェックありの

「印」を削除 
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年調用生損保データ取込 

保険料兼配偶者特別 
控除申告書出力 

（個人・家族情報のメンテナンス） 

基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ 

マイナンバー登録※ 

2 年末調整に関わる処理の流れ 
年末調整処理の手順と注意事項について説明します。 
 
2.1 申告書の出力と申告内容の登録 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

スケジュール作成・確認 

年末調整用生損保(LINC)データ請求 
CSV データ作成 

扶養控除申告書出力 

設定の確認・データの確認 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

前年の再年調の確定処理の実行 

基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ 

年末調整 

チェックリスト 

申告書配布 

申告書回収 

「扶養控除申告書」の訂正分の

登録 

（HR+/NXHR） 諸届・申請／個

人情報登録 

field/HR 

field/HR 

年調 

プルーフリスト 

 二重線枠が必須の処理、一重線枠は（運

用による）任意の処理となります。 

保険料控除データ訂正 

年調用保険料集計処理 

「保険料控除申告書」「基礎控除兼配偶者

控除兼所得金額調整控除申告書」内容登録 
セットで使用しま

す。 

年調用控除データ入力／ 
年調データロジカルチェック 

法人番号の登録※ 

保険料兼配偶者控除等申告書出

力「配偶者合計所得 CSV出力」 

※注意「源泉控除対象配偶者に

ついて」参照 
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注意 

 前年の再年調の確定処理の実行について  

・ 前年の再年調の［確定処理］を実行していない場合、前年の保険料控除データ等が残っているため、

その状態で本年分の保険料控除などの年末調整の控除データの登録を開始すると、前年のデータ

と本年のデータが混在し、年末調整計算を正しく行う事ができなくなります。また、本年分の年末調

整の控除データの登録開始後に前年の再年末調整の［確定処理］を実行すると、本年分として登録

した年末調整データも一緒に削除されます 
 
・源泉控除対象配偶者について 

基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書での配偶者合計所得で“0 円”が申告された場

合に、「源泉控除対象配偶者」と判断しています。 
field/HR（諸届申請）および、［保険料控除データ訂正］の「配偶者控除」から配偶者合計所得を入

力しない場合、今年度の年調用控除データの入力前に下記処理を実施することで、源泉控除対象

配偶者の所得をあらかじめ 0 円として登録することができます 
１．[保険料兼配偶者控除等申告書出力]の「申告書種別」“基礎兼配偶者兼所得調整控除申告

書”を選択し、「配偶者控除等申告書出力条件」で「源泉控除対象配偶者のみ」「配偶者

合計所得 CSV 出力」（外部データ取込用）のチェックを ON にして「実行」ボタンを押下

し、源泉控除対象配偶者の「配偶者合計所得金額」CSVデータを出力します 

２．CSVデータの NULL データのうち、配偶者が高所得者で配偶者控除対象外の方のデータは

削除してください 

３．２で削除しなかった、NULLのデータを[年調データロジカルチェック]より CSVを取込み

ますと「0000007：配偶者合計所得 0 円」として登録されますので、この方については、

配偶者控除対象者として年末調整計算で処理されます 

 

・ 「申告書保存」機能にて［保険料控除申告書］、［基礎兼配偶者兼所得調整控除申告書］を保存し

たい場合は、［保険料控除データ訂正］画面より生命保険料等の申告内容を登録する必要がありま

す 
・法人番号の登録については、［年末調整計算］の前に［会社定義登録］または［所得税用事業所マス

タ登録］より実施してください 
・マイナンバー表示が必要な帳票やデータの処理前に、［マイナンバー登録］画面より登録が必要とな

ります 
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2.2 12 月給与で還付・徴収する場合の年末調整計算処理 

［会社定義登録］-［給与情報］の年調還付金の［支払区分］の設定が ”給与” の場合 
12 月に賞与を支給し、本年の最終の支給が給与になる場合の処理手順は以下になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
再年末調整を行う場合、「2.4 再年末調整計算処理」へ 
再年末調整を行わない場合、「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 
 
  

年末調整計算 

（当年最終支払）月次給与計算 

還付金給与賞与反映処理 

給与 FB データ作成 

個人別年末調整諸表 

源泉徴収票の配布 

確定処理（年調） 

給与明細書出力 

給与のマスタ更新処理 

年末調整一覧表 

還付金支給控除 

不可リスト 

 賞与計算 

（賞与マスタ更新） ②※ 

保険料控除申告書、基礎兼配偶者

兼所得調整控除申告書の保存 

扶養控除申告書の保存 

［2.1 申告書の出力と申告内容の登録］ 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

賞与マスタ更新 ① 

年調計算処理データ退避 

年末調整諸表（専用紙） 
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注意 

同月内に賞与⇒月次給与の順で支給する場合の処理実行と［マスタ更新］について  

・ 通常、［賞与マスタ更新］は上記①のタイミングで実行し、給与および年末調整の処理を開始しますが、

賞与と給与の支給日が近いまたは、同日等で月次給与処理の開始前に［賞与マスタ更新］実行する

事ができない場合は、②のタイミングに［賞与マスタ更新］を実行する事ができます 
・ 支給月が 12 月の賞与データは［賞与マスタ更新］を行っていない状態でも年調年内の支給とみなし、

［年末調整計算］の処理対象に含まれます 
・ 年末調整の還付徴収を含む 12 月給与の支払いが確定した後に、支給日順に②のタイミングで［賞与

マスタ更新］を実行し、月次給与の［マスタ更新処理］を実行します 
・ 支給日順に実行しなかった場合は、賃金台帳マスタ 1/2（PRCH1MST）の最終給与の累計に同月支給

の賞与の額が含まれない状態になります 
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2.3 12 月賞与で還付・徴収する場合の年末調整計算処理 

［会社定義登録］-［給与情報］の年調還付金の［支払区分］の設定が ”賞与” の場合 
12 月給与の後に、賞与支給があり、本年の最終支給が賞与になる場合の処理手順は以下のようになりま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
再年末調整を行う場合、「2.4 再年末調整計算処理」へ 
再年末調整を行わない場合、「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 

 
  

年末調整計算 

賞与計算 

還付金給与賞与反映処理 

賞与 FB データ作成 

確定処理（年調） 

賞与明細書出力 

賞与マスタ更新処理 

年末調整一覧表 

還付金支給控除 

不可リスト 

 （12 月の）月次給与計算 

（給与のマスタ更新処理） ②
 

保険料控除申告書、基礎兼配偶者

兼所得調整控除申告書の保存 

扶養控除申告書の保存 

［2.1 申告書の出力と申告内容の登録］ 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

給与のマスタ更新処理 ① 

年調計算処理データ退避 

個人別年末調整諸表 

社員への源泉徴収票の配布 
年末調整諸表（専用紙） 
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注意 

同月内に賞与⇒月次給与の順で支給する場合の処理実行と［マスタ更新］について  

・ 通常、月次給与の［マスタ更新］は上記①のタイミングで実行し賞与および年末調整の処理を開始しま

すが、給与と賞与の支給日が近いまたは、同日等で賞与処理の開始前に［賞与マスタ更新］実行する

事ができない場合は、②のタイミングに月次給与の［マスタ更新］を実行する事ができます 
・ 支給月が 12 月の給与データは［マスタ更新］を行っていない状態でも年調年内の支給とみなし、［年末

調整計算］の処理対象に含まれます 
・ 年末調整の還付徴収を含む賞与の支払いが確定した後に、支給日順に②のタイミングで月次給与の

［マスタ更新処理］を実行し、［賞与マスタ更新］を実行します 
・ 支給日順に実行しなかった場合は、賃金台帳マスタ（PRCH1MST）の賞与の累計に同月の給与の額

が含まれない状態になります 
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2.4 再年末調整計算処理 
［会社定義登録］／［給与情報］の再年調還付金の［支払区分］の設定が ”給与”の場合。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 
注意 

・  「年末調整計算」と「再年末調整計算」では「還付金給与賞与反映処理」の実行タイミングが異なり

ます。運用時は実行手順に注意する必要があります 
 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ 

年調用控除データ入力／ 
年調データロジカルチェック 

年末調整 

チェックリスト 

年調 
プルーフリスト 

保険料控除データ訂正 

年調用保険料集計処理 

「扶養控除申告書」の追加・訂正 

「保険料控除申告書」の追加・訂正 

（HR+/ NXHR） 諸届・申請/ 
  個人情報登録 

PR 連携情報作成／更新処理 

・セットで使用し

ます。 

・年末調整と同

じ画面から登

録します。 

１月支払の月次給与計算 

再年調還付金給与反映処理 

源泉徴収簿 

再年末調整計算 

給与 FB データ作成 

給与明細書 

年末調整一覧表 

総括表 
源泉徴収票等の

合計表 

還付金支給控除 
不可リスト 

給与のマスタ更新処理 

社員への源泉徴収票等の再配布 個人別年末調整諸表 

年末調整諸表（専用紙） 

扶養控除申告書の保存 ・再年調の対象となった方を指定して、訂正

後の申告書の保存を実行します 
・「扶養控除申告書」は、1 月給与のための

情報を登録・反映する前に保存を実行しま

す 

保険料控除申告書、基礎兼配偶

者兼所得調整控除申告書の保存 
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2.5 １月給与で還付徴収の場合の年末調整計算処理 

［会社定義登録］／［給与情報］の年調還付金の［支払区分］の設定が ”１給”の場合。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
再年末調整を行う場合、「2.4 再年末調整計算処理」へ 
再年末調整を行わない場合、「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 
 
 

  

年末調整計算 

還付金給与賞与反映処理 

1 月の給与振込 FB データ作成 

確定処理（年調） 

1 月の給与明細書出力 

給与マスタ更新処理 

1 月の月次給与計算 

年末調整一覧表 

総括表 

源泉徴収票等の

合計表 

扶養控除申告書の保存 

保険料控除申告書、基礎兼配偶

者兼所得調整控除申告書の保存 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

［2.1 申告書の出力と申告内容の登録］ 

・「扶養控除申告書」は、1 月給与のための情

報を登録・反映する前に保存を実行しま

す。 

年調計算処理データ退避 

社員への源泉徴収票等の配布 個人別年末調整諸表 

年末調整諸表（専用紙） 
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保険料控除申告書、基礎兼配偶

者兼所得調整控除申告書の保存 

2.6 個別で還付徴収を行う場合 

［会社定義登録］／［給与情報］の年調還付金の［支払区分］の設定が ”個別”の場合。 
 
2.6.1 年末調整処理（個別還付） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
再年末調整を行う場合、「2.4 再年末調整計算処理」へ 
再年末調整を行わない場合、「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 
 

  

年末調整計算 

当年最終（12 月）の給与(賞与)
 

還付金 FB データ作成処理 

確定処理（年調） 

給与(賞与)マスタ更新処理 

年末調整一覧表 
還付金支給控除 

不可リスト 還付金現金 

支払者金種表 

［2.1 申告書の出力と申告内容の登録］ 

扶養控除申告書の保存 

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

年調計算処理データ退避 

社員への源泉徴収票等の配布 個人別年末調整諸表 

年末調整諸表（専用紙） 
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2.6.2 再年調処理（個別還付） 

［会社定義登録］／［給与情報］の再年調還付金の［支払区分］の設定が ”個別”の場合。 
 
                                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理」へ 
 
  

＜ システム外での作業 ＞ ＜ システムで行う処理 ＞ 

基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ 
年末調整 

チェックリスト 

「扶養控除申告書」の追加・訂正 （HR+/NXHR） 諸届・申請／個

人情報登録 

PR 連携情報作成／更新処理 

年調用控除データ入力／ 
年調データロジカルチェック 

年調 

プルーフリスト 

保険料控除データ訂正 

年調用保険料集計処理 

「保険料控除申告書」の追加・訂正 ・セットで実行し

ます。 
・年末調整と同

じ画面から登録

します。 

扶養控除申告書の保存 ・再年調の対象となった方を指定して、訂正後

の申告書の保存を実行します 
・「扶養控除申告書」は、1 月給与のための情

報を登録・反映する前に保存を実行します 

保険料控除申告書、基礎兼配偶

者兼所得調整控除申告書の保存 

年末調整一覧表 還付金 FB データ作成処理 

再年末調整計算 

源泉徴収簿 

還付金支給控除 

不可リスト 
還付金現金 

支払者金種表 

社員への源泉徴収票等の再配布 個人別年末調整諸表 

年末調整諸表（専用紙） 
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2.7 提出用法定調書等の出力と年末調整の締め処理 

所轄税務署へ提出する源泉徴収票の出力および、各市区町村への給与支払報告書等の出力の手順は

以下になります。 
機能の詳細は、「年末調整実施マニュアル３」 
 
源泉徴収票、給与支払報告書（個人明細書） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

支払報告書の必要事項のチェック 

個人別年末調整諸表 

源泉票・支払報告書磁気ディスク

作成 

年末調整諸表（専用紙） 

年末調整計算 
再年末調整計算 

普通徴収切替理由の登録・取込 年末調整実績一覧 

普通徴収理由取込 

年末調整実績訂正 

支払報告書（総括表）用人数集計 支払報告書（人員・総括表）用集計 

人数変更 

普通徴収理由変更 

給与支払報告書（総括表）、 
普通徴収切替理由書の出力 

支払報告書（総括表） 

普通徴収理由書出力 

再年調計算処理データ退避 年末調整の締め 

再年末調整確定処理 

年末調整チェックリスト 

事業所等設定確認 CSV 出力 

提出用の源泉徴収票、 
給与支払報告書（個人明細書）の出力 
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3 設定の確認 
年末調整を行うために必要な下記の項目が正しく設定または移行されているかを確認します。 
 
3.1 全体に関わる設定 

3.1.1 システム導入時に伴う設定 

システム導入時および、会社、事業所の移転変更等が発生した場合に登録・修正する必要のある設定に

なります。 
 
（１） 会社定義登録 
（２） 会社定義登録-給与情報 
（３） 会社定義登録-年末調整 
（４） 給与体系マスタ登録 
（５） 所得税用事業所マスタ登録 
（６） 地方税用事業所マスタ登録 
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（１） 会社定義登録 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設定確認 項目 内容・出力先 
所得税 所得税納付税務

署番号 
［所属部門コード］に対して［組織対応パターン］の登録がな

い場合に源泉徴収票の「整理欄１」への出力および、［総括

表］の集計単位として使用。 
通常は、［所属部門コード］に紐づく［所得税事業所コード］よ

り、［所得税用事業所マスタ登録］にて登録されている同じ項

目の設定内容を使用。 

所得税徴収義務

者番号 

法人番号※ 源泉徴収票、扶養控除申告書に出力。登録後、源泉徴収票

に出力するためには［年末調整計算処理］を実施する必要が

あります。 
 
 
注意 

・ 法人番号は、［所得税用事業所マスタ登録］の「事業所コード」毎に登録されている場合は、そちら

の登録内容が優先されます 
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（２） 会社定義登録 – 給与情報 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注意 

・ 「支払区分」に”個別”を選択した場合、不足額の徴収は自動ではできないため、対象者の所得税

訂正項目に別途登録する必要があります 
 

設定確認 項目 内容・出力先 

年調還付
金 

支払区分 年調の還付・徴収を行う支払を指定。 

給与 12 月給与（支払が年調年の 12 月） 

賞与 12 月賞与（支払が年調年の 12 月） 

個別 単独振込（還付のみ※） 

１給 1 月給与（支払が年調年の翌年の 1 月） 

支払年月 個別の場合のみ指定。 

再年調還
付金 

支払区分 再年調の還付・徴収を行う支払を指定。 

給与 「年調還付金」が「給与」の場合は給与と一緒「個別」の場合
は単独振込。 

個別 単独振込 

支払年月 個別の場合のみ指定。 
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（３） 会社定義登録 – 年末調整 
年末調整にて使用する制御項目等を設定します。 
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設定確認 項目 内容・出力先 

年末調整計算 年調対象日 12 月退職者に対する年調計算対象範囲を指定。 

最 後 の 支
給日 

12 月の最終給与（賞与）の支給日前に退職した人は年
調計算対象外。 

12 月末日 12 月 31 日時点で退職していて随時年調を行っていな
い人は年調計算対象。随時年調を行っている場合は計
算対象外。 
支給日に関わらず 12 月退職者は年末調整計算対象と
する場合に選択。 

扶養控除 
申告書 

障害情報 家族の障害情報を「扶養控除申告書」の「障害者等の内容」に印字
する場合に”印字する“を指定。本人の障害情報の出力有無は［扶養
控除申告書］出力画面にて指定（HR+/NXHR が導入されている場合
のみ）。 

年末調整書 帳票タイトル 「年末調整書」のタイトルを任意に編集。 

注意書き 「年末調整書」の注意書きを任意に編集。 

パート普通 
徴収区分 

普通徴収 ［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［所得税］タブの[所得税パート社員]が
“パート”の在籍者を普通徴収と判断。 
「給与支払報告書」で「その他」の集計対象。 
「普通徴収切替理由書」の集計対象。 

源泉票・支払報告
書磁気ディスク作
成 

チェック ［源泉票・支払報告書磁気ディスク作成］にて［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝ
ｽ］-［所得税］タブの「源泉徴収票摘要欄」の３、４を「他の支払者（前
職分）」の「No.64 住所又は所在地」、「No.66 氏名又は名称」に出
力。 
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（４） 給与体系マスタ登録 
還付・徴収に使用する給与体系項目コードを設定します。システム項目として既に登録されていますので、

使用に関する設定項目を確認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注意 

・ 使用する項目コードの「利用識別区分」「明細出力対象」「社員識別グループ」「支払区分」の設定に

ついて年末調整計算前にご確認ください 
・ ［会社定義登録］-［給与情報］にて「年調還付金」「再年調還付金」に”個別”を設定した場合、不足

税額の徴収に上記項目は利用できません。別途項目を用意し、手動で金額を登録する必要があり

ます 
 
 

設定確認 項目コード 内容・出力先 

還付・徴収金
項目の設定 

8013 年末調整過不足額：給与計算用（1 月給与で還付・徴収の場合に
利用） 

8014 再年末調整過不足額：給与計算用 

8213 年調過不足額(賞与)：賞与計算用 
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（５） 所得税用事業所マスタ登録 
所得税の納付に関する情報を登録します。１つの会社で複数の事業所を登録して使用する事ができます。

所得税事業所と社員の紐付けは、［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［所得税］にて［所得税事業所更新］にて行

います。 
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設定確認 項目 内容・出力先 

所得税 事業所コード 組織対応マスタ登録にてパターンコードに対応させる事業所コー
ド。 

事業所名称 

支払者名称 源泉徴収票、扶養控除申告書、保険料控除申告書、基礎控除
兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書に出力。 

支払者住所１ 源泉徴収票、扶養控除申告書、保険料控除申告書、基礎控除
兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書。 

支払者住所２ 

所轄税務署コード 扶養控除申告書、保険料控除申告書、基礎控除兼配偶者控除
兼所得金額調整控除申告書に「名称」を出力。 
源泉徴収票の「整理欄１」に出力。 
［年末調整総括表］の集計単位に使用。 

徴収義務者番号 源泉徴収票の「整理欄２」に出力。 

法人番号 源泉徴収票、扶養控除申告書、支払報告書に出力。 
登録後に源泉徴収票、支払報告書に出力するためには［年末調
整計算処理］を実施する必要があります。 
扶養控除申告書は[年末調整計算処理]を実施しなくとも出力さ
れます。 

 一括登録 ［会社定義ﾏｽﾀ登録］で登録した「法人番号」を登録済みの全て
の所得税事業所に反映する場合、ボタンをクリックします。 

 
注意 

・ 「法人番号」の登録が［会社定義登録］にもある場合は、［所得税用事業所マスタ］登録での登録が

優先されます 
・ 事業所の移転や、社名変更があった場合には、登録内容をメンテナンスする必要があります 
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 （６） 地方税用事業所マスタ登録 

本マニュアルでは、年末調整における「給与支払報告書」に関連する設定項目のみ説明します。 
住民税の納付および、給与支払報告書に関する情報を登録します。複数の事業所を登録して使用する

事ができます。住民税を普通徴収する対象者の条件を設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目名 項目の設定内容 

普通徴収判定区
分 

普通徴収する 普通徴収する対象者が存在し、普通徴収の判断を行う場合に
チェック。「普通徴収条件」を指定 

普通徴収しない 普通徴収を行わない場合にチェック 

普通徴収条件 

［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］の以下の区分から、［年末調整計算］にて普通徴収として
判断する区分を選択 

退職者 「在籍区分」が“退職”かつ、「退職年月日」の年
＝年調年 

年末調整区分：計算しない 「年末（再年末）調整」が“計算しない” 

税表区分が乙欄 「税表適用区分」が“乙欄” 

所得税パート社員がパート 「所得税パート社員区分」が“パート” 

休職者 「休職開始年月日」の年≦年調年 

パートかつ年末調整しない 「所得税パート社員区分」が“パート”かつ「年末
（再年末）調整」が“計算しない” 
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＜給与支払報告書に関する項目＞ 

 

注意 
・ 事業所の移転、社名変更、会社合併等があった場合には、登録内容をメンテナンスする必要があり

ます 
・ 法人番号が 1 つの場合は、［会社定義登録］に「法人番号」を登録していただければ、［所得税用事

業所マスタ登録］と［地方税用事業所マスタ登録］への登録は不要です 
・ ［地方税用事業所マスタ登録］で「法人番号」を登録しない場合は、［会社定義登録］の「法人番号」

を参照し、帳票に出力します 
・ ［地方税用事業所マスタ登録］で登録した「法人番号」と［所得税用事業所マスタ登録］の「法人番号」

が異なる場合はワーニングメッセージが出力します 
・ 複数の法人を管理している場合は、［所得税用事業所マスタ登録］と［地方税用事業所マスタ登録］

に「法人番号」の登録を行ってください 
・ 地方税用事業所と社員の紐付けは、［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-「住民税」の「住民税事業所更新」に

て行います 
 

設定確認 項目 内容・出力先 

支払報告書 法人番号 

給与支払報告書へ出力。 支払者名称 

支払者住所１、２ 

法人番号 

給与支払報告書（総括表）へ出力。 

事業種目 

代表者の職氏名 

経理責任者氏名 

連絡者の係名 

連絡者の氏名 

連絡者の電話番号 

給与支払の方法 

給与支払の期日 

所轄税務署名称 

払込金融機関名称 

払込金融機関所在地 

整理記号１、２ ［源泉票・支払報告書磁気ディスク作成］にて“支払報

告書“を選択した場合に出力される。 
本支店等区分番号 
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3.1.2 毎年メンテナンスを行う設定 

年末調整の業務を始める前に登録・修正する必要のある設定について説明します。 
・ 今年の入社および、転居（住民票の異動を伴う）した社員の［住民票市区町村コード］に新たに登録

された市区町村を［市区町村マスタ］、［事業所納付先対応マスタ］に登録します。 
・ 保険会社から生命保険、地震（損害）保険のデータを取得している場合に、保険会社名、保険種類

のメンテナンスを行います。 
 
（１） 市区町村マスタ登録 
（２） 事業所別納付先対応マスタ登録 
（３） ［コード名称テーブル］の保険情報 
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（１） 市区町村マスタ登録 
年調年内（1 月 2 日以降）に転居、転職した社員の住民票住所の［市区町村コード］を「市区町村マスタ登

録」に登録します。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
未登録市区町村の抽出と登録の操作 
① 「未登録市区町村コード」の［表示］ボタンをクリックして［未登録市区町村コード一覧］を表示する 
② ［住民票または納付先として使用］のチェックを“ON”にして［検索］をクリックする 
③ 市区町村マスタ（CMSKCMST）に未登録かつ、住民票住所の［市区町村コード］および、［納付先

市区町村コード］に使用されている市区町村が表示され、「住民票住所使用状況」および、「納付先

住所使用状況」の欄に赤字で「使用中」と表示される 
④ ［登録］をクリックし、抽出された市区町村を［市区町村マスタ］に追加登録する 

（ここまでの処理にて「市区町村マスタ」への登録は終了です。） 
 

① 

② ③ 

④ 
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（２） 事業所納付先対応マスタ登録 
「市区町村マスタ登録」にて登録した市区町村を住民税事業所毎に登録します。本画面にて登録されて

いる内容により、給与支払報告書および、給与支払報告書（統括表）のデータを作成します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．未登録市区町村の抽出と登録の操作 
① ［事業所コード］を選択し、［未登録市区町村コード］の「表示」をクリックする 
② 指定した（住民税）事業所コードに紐づく社員の［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［住民票住所］の［市区

町村コード］に登録されている市区町村コードで［事業所納付先対応マスタ］に未登録の市区町村

コードを一覧に追加表示される 
③ 追加された市区町村を選択して、必要な情報を登録し、［確定］をクリックする 
④ 追加する全ての市区町村の情報の登録が終わったら、［登録］をクリックする 

 
 
２．「磁気データ提出有無一括変更」 
 
 
 

 

 

 

 

 

１ 

2 
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№ 項目名 項目内容 
1 事業所コード 登録する対象の住民税事業所コードを選択する 
2 住民票市区町村コード 登録対象の市区町村の市区町村コードをセット 
3 納付先市区町村コード 政令都市の場合は、指定された納付先の市区町村コードを登録。 

政令都市以外は「住民票市区町村コード」と同じコードを登録。 
4 

指定番号 
「特別徴収税額の通知書 (特別徴収義務者用 )」に記載さ

れている「指定番号」を登録する 

5 磁気ディスク提出フラグ 

支払報告書を磁気ディスク(FD)で提出するかどうかを選択する 
磁気提出な

し 
FD 提出をしない場合に選択（デフォルト） 

磁気提出あ

り 
FD を作成し、提出する場合に選択 

6 磁気ディスクデータファイ

ル名 
磁気ディスクを作成する場合にファイル名を登録。 
指定がない場合は、市区町村コードをファイル名として出力。 

7 受給者番号設定区分 支払報告書に出力する受給者番号の編集方法を指定する 
所属部門コード＋従業員

コード 
所属部門コードと従業員コードを出

力する場合に選択 

従業員コードのみ 
従業員コードのみ出力する場合に選

択（デフォルト） 
8 未登録市区町村コード［表

示］ 
本マスタに未登録の［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］の［住民票住所］とし

て使用している市区町村コードを一覧に表示 
9 磁気データ提出有無一括

変更 
画面に表示されている「住民票市区町村コード」の磁気データ提

出有無を選択した“磁気提出なし”または“磁気提出あり”にて一括

変更します。 

 

 
注意 

・ ［年末調整計算処理］実行時に、［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］－「住居情報」タブの「住民票市区町村コー

ド」に登録された市区町村コードが、［事業所納付先対応マスタ］の「住民票市区町村コード」に登録が

ない場合、［源泉票・支払報告書磁気ディスク作成］にて給与支払報告書作成時にデータが出力され

ません 
・ 政令指定都市にお住まいの従業員および今年合併等のあった市区町村にお住まいの従業員がいる

場合は、早期にメンテナンスしてください 
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（３） ［コード名称テーブル］の保険情報のメンテナンス 
［年調用生損保データ取込］および、［保険料控除データ訂正］を利用している場合に登録します。新た

に追加になった生命保険会社、地震（損害）保険会社および、保険の種類を［コード名称テーブル入力］

からメンテナンスします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設定確認 項目 内容・出力先 

生保会社・種類 生保会社 INSLF 取扱っている生保会社コード(2
桁)を登録。 

保険料控除申告書の
「保険会社等の名
称」、「保険等の種
類」に印字。 生保種類 

（一般） 
SEIHO 生保・一般の保険会社毎の保

険種類を「生保会社コード (2
桁)＋保険種類コード(2 桁)」で
登録。 

生保種類 
（年金） 

NNKIN 生保・年金の保険種類コード(2
桁)を登録。 

損保会社・種類 損保会社 INSLS 取扱っている損保会社コード(2
桁)を登録。 

損保種類 SONHO 損保の保険種類コード(2 桁)を
登録。 

所轄税務署 所轄税務署 
コード 

ZEISY 所得税納付先の税務署コード
（5 桁以内）を登録。 

源泉徴収票、扶養控
除申告書、保険料控
除申告書へ出力。 
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3.2 個人毎の設定 

［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］にて、今年入社した社員および、住民票の異動があった社員の設定を確認・修

正します。 
 

3.2.1 所得税 
3.2.2 住民票住所 
3.2.3 住民税 
3.2.4 入退職情報 
3.2.5 家族情報 
3.2.6 個別還付の設定 
3.2.7 ビジネスネーム（戸籍姓） - 個人拡張 
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3.2.1 所得税 

所得税関連の設定、および年末調整に反映する前職情報を登録します。通常は、月次給与計算開始前

に設定しますので、年末調整では設定内容に変更がないかを確認します。 
 
また、退職者は［所得税事業所 CD］の設定を確認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

設定確認 項目 内容・出力先 

所得税事業所 所 得 税 事 業 所
CD 

所得税納付先の取りまとめ単位。源泉徴収票の「整理欄」へ
の出力情報および、［年末調整総括表］の集計のキーとして使
用。 

所得税事業所更
新 

自動 ［所属部門コード］に設定された［組織対応パターン］
に設定された［所得税事業所コード］を取得。 

手動 ［所得税事業所 CD］を直接入力するモード。 
退職者は、設定を“手動”に設定し、［所得税事業所
CD］を登録する。年調年の 12 月 31 日時点で設定さ
れている［所属部門コード］が廃止になっている場合
に所属部門コードが組織マスタの登録から外れてしま
い、［所得税事業所 CD］が取得できなくなるため。 
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設定確認 項目 内容・出力先 
税表適用区分 甲欄適用 年調対象者となる。 

所得税計算対象

外 
年調対象者とならない。 

乙欄適用 
非居住者 

本人控除フラグ 災害者 年調対象者とならない。 
その他の区分 本人控除計算項目となる。 

（※別紙「年末調整実施マニュアル 2」「12 控除判定」参照） 
年末（再年末） 
調整 

計算区分 計算する 年調計算（還付徴収額算出）対象。 
計算しない 源泉のみ出力。還付金を計算しない。 

除外 

年調計算実績データを作成しない。 
源泉等諸表および一覧表にも出力しない。 
支払報告書（総括表）の人数カウントに入れな

い場合に設定。 
前職分 支払額 

本年度の中途入社者で前の会社で今年中の支払額があった

人の情報を登録。（※別紙「年末調整実施マニュアル 3」「1.6
法定帳票（諸表）の出力項目」参照） 

所得税額 
社会保険料 
減税額 
退職日 

源泉徴収票 摘要欄１～４ 前職会社名等の摘要欄に印字する内容を登録。（扶養家族

名、減税額等の通常印字内容以外） 
 所得税パート社

員 
パート 
（時給・日給） 

当年退職者で最終支払の給与(賞与)の「月

内累計課税対象額計」が 103 万円以下なら

年調対象。 
役員 支給額が 150 万円を超えた場合税務署提

出者となり、諸表に役職名を印字。 
税務署提出義務者の判断に利用。 
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3.2.2 住民票住所 

本年中に転居された社員、入社された社員の住民票住所とその市区町村コードを確認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
注意 

・ 「住民票市区町村 CD」の設定がされていない場合、［給与支払報告書］、［給与支払報告書（総括

表）］、［源泉徴収票・支払報告書磁気ディスク］が正しく作成されません。［年末調整計算］前までにも

れのないように設定してください 
 
 

  

設定確認 項目 内容・出力先 

住民票住所 住 民 票 住 所

１、２ 
給与支払報告書・源泉徴収票・扶養控除申告書・保険料控

除申告書に印字。 

住民票市区町

村 CD 
このコード単位で支払報告書の総括表に集計。 

住民票世帯主 扶養控除申告書の「世帯主の氏名」に印字。 

住民票世帯主

関係 
現扶養控除申告書の「あなたとの続柄」に印字。 
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3.2.3 住民税 

［住民税事業所コード］を設定します。「給与支払報告書」のデータ作成時に［住民票住所］タブの［住民

票市区町村コード］と［住民税事業所コード］を用いて、［事業所納付先対応マスタ］より給与支払報告書

の提出先［納付先市区町村コード］を判断します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

設定確認 項目 内容・出力先 

住民税 住民税事業所 CD 支払報告書の取りまとめの単位。 

住民税事業所更

新 
自動 
更新 

［所属部門コード］に紐づく住民税事業所コードを自動設定。 
［所属部門コード］が変更される時に合わせて変更される。 
・ ［所属情報］タブにて［所属部門コード］が変更された時 
・ ［PR 連携情報更新］にて HR+/NXHR より［所属部門コー

ド］が変更された時 

手動 
更新 

退職者の設定を“手動”にする。 
年調年の 12 月 31 日時点で設定されている［所属部門コー

ド］が廃止の場合、［所属部門コード］に紐付く［所得税事業所

コード］を取得できないため、給与支払報告書提出先（納付

先）の市区町村コードを取得できなくなり、給与支払報告書が

正しく出力、集計されない。 

納付先市区町村 「事業所納付先対応マスタ登録」で登録した住民票市区町村コードの

中から選択します。 
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注意 

・ 新卒採用の社員および、本年の中途入社の社員は、本年度（本年 7 月～翌年 6 月）は住民税の特

別徴収していない事が多く、［住民税事業所 CD］の設定がされていない場合があります。［住民税事

業所 CD］の設定がされていない状態で年末調整の処理を進めると「給与支払報告書」および、「給

与支払報告書（総括表）」を作成する事ができなくなりますので、設定もれのないよう確認してくださ

い 
・ 退職者について、［住民税事業所更新］「自動更新」の設定時に、所属組織が廃止になった場合、

組織が取得できないため［住民税事業所更新］「手動更新」と変更し、［住民税事業所 CD］を設定し

てください 
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3.2.4 入退職情報 

当年の中途入社者、退職者については、登録した内容が源泉徴収票に表示されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
注意 

・ 死亡退職の「退職理由コード」は“0B”（私傷病死退職）または“0C”（公傷病死退職）で固定のため、

変更している場合は、正しく源泉徴収票に出力されません 
・ 退職月が 11 月以前の方で随時年調を実施した場合は、12 月年末調整の対象にはなりません 
・ 12 月退職者の年末調整対象判断は［会社定義登録］－「年末調整」の「年調対象日」の設定により

行います。詳細については、「（３） 会社定義登録 –年末調整」をご参照ください。 
 

  

設定確認 項目 内容・出力先 

退社 退職年月日 退職年月日を登録。 
死亡退職の場合、［退職年月日］＝“死亡日”を登録します。  

退職理由コード 退職理由を登録。 
死亡退職の場合［退職理由コード］＝“0B”（私傷病死退職） 
または“0C”（公傷病死退職）を設定します。 
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3.2.5 家族情報 

家族の生年月日、控除情報等、扶養控除の判断に使用する項目の設定内容を確認します。 
家族の扶養控除の判断の詳細は、別紙「年末調整実施マニュアル 2」の「12.2 扶養控除判定」を参照し

てください。 
続柄コードが「01：夫」、「02：妻」以外の場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続柄コードが「01：夫」または、「02：妻」の場合、「源泉控除対象配偶者」と表示します。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

  

続柄コードが「01：夫」か、「02：妻」の

以外の場合、扶養親族と表示されま

す 
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設定確認 項目 内容・出力先 
家族情報 続柄コード 扶養控除申告書に出力。ひとり親の判断に使用。 

※コード変更はできないため、［続柄コード］が間違っている

場合は、削除後、新規に登録する必要がある。 
生年月日 扶養控除申告書に出力。また、出力内容（年少扶養、特定扶

養等）の判断にも使用。扶養控除の判断に使用。 
消去(死亡)年月 死亡および、離別された日付を登録。 

設定された年月日が年調年度中の場合は控除対象。 
 

同居フラグ 扶養控除申告書の出力内容の判断に使用。 
老人扶養親族、同居特別障害の判断に使用。 

控除情報 扶養親族 扶養控除申告書の出力対象判断および、源泉控除対象配偶

者（続柄コードが「01：夫」か、「02：妻」の場合）、扶養控除の対

象の判断に利用。 
・ 死亡の場合はそのままにしておく。 
・ 離別、扶養から外れた等の場合はチェックを“OFF”にす

る。 
「源泉控除対象配偶者」に該当するかの判断は［年末調整計

算時の本人の所得および配偶者の所得により行います。 

源泉控除対象 
配偶者 

特別・普通障害フラグ 障害者、または特別障害者の控除判断に使用。 
・ 障害認定が外れた等の場合はチェックを“OFF”にする。 

同一生計区分 「所得金額調整控除申告書」の要件対象となる「扶養親族」は

控除対象となる扶養親族に限定されないため、所得金額調整

控除対象の扶養親族の識別用に利用。 
非居住情報 非居住区分 源泉徴収票の「非居住者対象者」として使用。 

出国日 設定された年月日が年調年度以前の場合は、非居住者として

扱います。帰国日が設定されている場合は帰国日の設定を優

先して判断します。 

帰国日 設定された年月日が年調年度中、および年調年度以前の場

合は非居住者として扱いません。 
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3.2.6 個別還付の設定 - 基本情報 

還付金を月次給与（賞与）とは別に振込む「個別振込」の場合には、以下の設定を行います。 
 
（１） ［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［基本情報］ 
「給与関連」の「年調振込区分」、「再年調振込区分」を“振込”に設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２） ［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［振込先銀行情報］ 

月次給与の振込口座から、還付金の振込先口座に指定する口座の「口座利用年調」をします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注意 

・ 個別還付の場合、不足額の徴収は自動ではできないため、対象者の所得税訂正項目に別途登録

する必要があります 
 
 

  

設定確認 項目 内容・出力先 

給与関連 年調振込区分 
“振込”または、“現金”を設定。初期値は“対象外”。 

再年調振込区分 
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3.2.7 ビジネスネーム（戸籍姓） - 個人拡張 

「戸籍姓」を設定している場合、法定帳票には「戸籍姓」が出力されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注意 

ビジネスネームに対応している帳票は以下になります。 
・ 扶養控除申告書 
・ 保険料控除申告書 
・ 基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書 
・ 源泉票・支払報告書磁気ディスク 
・ 源泉徴収簿 
・ 年末調整諸表（専用紙） 
・ 年末調整一覧表 
・ 個人別年末調整諸表（年末調整書、源泉徴収票、支払報告書、支払調書） 
・ 摘要欄オーバーリスト 

 
 
 

  

［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］-［個人拡張］ 
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4 年末調整用保険料控除データの取込 
保険会社から年末調整用に生命保険料控除および、地震（損害）保険料控除のデータを取得している場

合、［年調用生保損保データ取込］よりデータを取込む事で「保険料控除申告書」の各保険料控除の明

細欄にその内容を出力する事ができます。 
この機能を利用するには、事前に以下の設定をしておく必要があります。 
① 生命保険控除データの社員番号桁数の設定 
② 保険会社名、保険種類の登録 

（設定方法は、「3.1.2 毎年メンテナンスを行う設定」の「(3)［コード名称テーブル］の保険情報のメンテナ

ンス」を参照。） 
 
4.1 社員番号桁数設定 

生命保険会社（LINC および各社）から送付される年末調整用保険料控除データに設定されている社員

番号は右詰めになっているため、データ取込時に桁数を調整する必要があります。そのために［条件設

定］にて以下のような条件テーブルを設定します。 
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＜条件テーブル設定例＞ 
下記の内容で条件テーブルを登録します。 

 
 

項目名 桁数 設定例 

参照プログラム種別 10 桁 「JB23010001」（保険統一データ） 

条件テーブルコード 固定値 「ﾎｹﾝ」 

条件テーブル名称 全角 10
桁 任意の名称を登録 

条件キー２・コード 固定値 「SBN」 

条件キー２・名称 全角 10
桁 「従業員コード」(ユーザーの運用名で可) 

条件キー３・コード 固定値 「001」 

条件キー３・名称 固定値 「桁数」 

条件キー３関連コード 10 桁 「△△△△△△△△△△」（半角スペース１０個） 

条件キー3 関連コード・名称 全角 10
桁 任意の名称を登録 

条件キー3 関連コード・総称
（略） 10 桁 任意の名称を登録 

条件キー3 関連コード・係数 2 桁以下 従業員コードの桁数（10 以下）をセット 
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4.2 年調用生保損保データ取込 

CSV 形式で作成した年調用の保険料データ、または保険会社より取得した年調用の生命保険料データ、

および損害保険料（長期損害保険、地震保険）データを取込みます。 
取込まれた生命保険料データは「保険料控除データ(PRHKJTRN)」に、損害保険料データ（長期損害保

険、地震保険）は「地震保険料控除データ(PRJKJTRN)」に保存します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

① 
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4.2.1 取込データの更新の仕組み 

 

 
 

  

項目名 項目の設定内容 

取込方法 

追加取込 

複数のファイルを続けて取込む場合に指定。 
※同じファイル（同じ生保・損保データ）を指
定して追加取込みを繰り返した場合は、上書
き更新ではなく追加されるため、同じデータが
2 件登録される。 

※ 「 4.2.1 
取込データ
の 更 新 の
仕組み」参
照 

クリア後取込 
当画面より取込んだ保険料控除データが存
在している場合は、取込データを条件に削除
後に取込む。 

入力ファイル 
フォーマット 

生保・損保協
統一データ 

生保協会、損保協会で指定されているフォーマットのデータ
を取込む場合に指定。 

CSV データ 「4.2.2 CSV取込フォーマット」の形式で取込む場合に指定。 

処理対象部
門指定 

処理対象の所属を絞り込む場合に指定。指定した部門以下に属する人の
データのみ処理対象として追加・削除を行う。「本務・兼務所属」のみ対応。 

受信データ指
定 

取込対象の保険をチェックし、ファイル名をフルパスで指定。 
[生保協統一データ]指定時は、取込み形式を選択。（①） 
※[伝送データ形式]を選択した場合、伝送データの編集なしで（そのままの
形式で）取込む事が可能。 

コード体系 取込ファイルのコード体系を指定。 

エラーリスト 取込処理を行った対象ファイル中のエラーを出力。 

一括削除 取込んだデータおよび、［保険料控除データ訂正］画面から登録した生命保
険料控除データおよび、損害保険料控除データを削除。 

データ退避 登録済みのデータを全件退避。 

データ復元 ［退避］にて退避したデータを復元。 

取込方法 取込後のデータ状況 

追加取込 
「保険料控除データ PRHKJTRN、地震保険料控除データ PRJKJTRN」
に今回の取込分が追加される。（同じファイルの追加取込みを繰り返した
場合は、保険料控除データが重複する事になる） 

クリア後取込 
「保険料控除データ PRHKJTRN、地震保険料控除データ PRJKJTRN」
から取込データを条件に既存の保険料控除データが削除され、今回取
込んだ保険料控除データのみとなる。 
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4.2.2 ＣＳＶ取込フォーマット 

CSV 形式にて生命保険料データおよび損害保険料データ（長期損害保険料、地震保険料）を取込む事

ができます。（注 1）フォーマットは以下の通りとなります。 
 

 

№ 項目 
桁

数 

必須 
内容 

生保 損保 

1 会社コード 5 ○ ○ 会社コードをセット。 

2 従業員番号 10 ○ ○ 従業員コードをセット。 

3 
保険種類（生保・損

保） 
1 ○ ○ 

保険の種類をセット。（0：生保、1：損保） 

4 保険料控除区分 2 ○ － 

0：旧一般生命保険、旧個人年金特約 2：旧個人年金保険、

5：新一般生命保険、6：新個人年金保険、7：介護保険、8：損
害保険 旧一般生命保険、9：損害保険会社 旧個人年金、

10：損害保険 介護保険 

5 年金支払開始年月日 8 △ － 

「保険料控除区分」に 2：旧個人年金保険、6：新個人年金保

険、9：損害保険会社 旧個人年金を指定した時に、その支

払開始年月日を指定。 

6 満期返済区分 1 － ○ 
満期払戻金の有無をセット。（0：無、1：有） 
経過措置対象かを判断する際のチェック対象。(注 2) 

7 保険会社コード 2 ○ ○ 

【生保】 
「保険料控除区分」に 0、2、5、6、7 を指定した場合、コード

名称テーブル INSLF（生命保険）に登録されている「生保会

社コード(2 桁)」を指定。 
【損保、地震保険】 
「保険料控除区分」に 8、9、10 を指定した場合、コード名称

テーブル INSLS（損害保険）に登録されている「損保会社

コード(2 桁)」を指定。 

8 保険種類コード 2 ○ ○ 

【生保 ”一般”】 
「保険料控除区分」に 0、5、7 を指定した場合、コード名称

テーブル SEIHO（生命保険種類）に登録されている「生保会

社毎の種類コード(2 桁)」（保険種類コード(2 桁)）を指定。 
【生保 ”年金”】 
「保険料控除区分」に 2、6 を指定した場合、コード名称テー

ブル NNKIN（個人年金種類）に登録されている「個人年金種

類コード(2 桁)」を指定。 
【損保、地震保険】 
「保険料控除区分」に 8、9、10 を指定した場合、コード名称

テーブル SONHO（損害保険種類）に登録されている「保険種

類コード(2 桁)」を指定。 
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申告書配布 

保険料控除データ訂正 

社員ご本人が控除の対象とする方を選択 

申告書回収 

 

 
                                                                                                                                                                                  

注意 

・ 平成 19 年 1 月 1 日以後に長期損害保険契約等の保険料の変更(増減)をした契約は経過措置対

象外となりますが、システムでこの条件を判断する事はできないため、経過措置対象の長期損害保

険として保険料控除申告書に出力される場合があります。そのため、社員ご本人が保険料控除申告

書にて確認し、訂正する必要があります。 
 
・ 経過措置対象の長期損害保険に地震保険が付帯されている場合（付帯型地震保険）は、経過措置

対象分または地震保険のいずれか一方が控除の適用対象となります。ただし、損害保険会社では

どちらを適用するかの判断ができないため、損害保険会社より提供されるデータには両方の保険料

データがセットされており、保険料控除申告書の「地震保険料控除」に両方の保険料データが出力

されます。地震保険料と長期損害保険料のいずれを控除対象とするかは社員ご本人が判断し、訂

正する必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

№ 項目 桁数 
必須 

内容 
生保 損保 

9 保険期間 2 ○ ○ 

1～99 の範囲で指定。終身の場合は「99」をセット。 
※経過措置対象かを判断する際のチェック(注 2)対象とな

ります。 

10 金額 7 ○ △ 

剰余金等控除後の金額をセット。 
地震付帯型の損害保険の場合、長期損害保険控除分

（地震保険分を含まない）のみをセット。 

11 地震保険料 7 － △ 

地震保険料をセット。 
地震付帯型の損害保険の場合、地震保険部分のみを

セット。 

12 保険開始年月日 8 － △ 

損害保険料の保険開始年月日をセット。 
※西暦「YYYYMMDD」形式 
※経過措置対象かを判断する際のチェック(注 2)対象 
 セットされている場合のみチェック対象。 
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4.2.3 損害保険（地震保険・旧長期損害保険）の判断 

CSV 形式の損害保険のデータでは、「旧長期損害保険データ」が、経過措置対象の「旧長期損害保険」

「付帯型地震保険」なのかを以下のように判断します。 
 
＜経過措置対象の「旧長期損害保険」とみなす条件＞ 

・ 「No.9 保険期間」が“10”年以上 
・ 「No.6 満期返済区分」が“1” （有）の契約 
・ 「No.12 保険開始年月日」が“20061231”(平成 18 年 12 月 31 日)以前 
・ 「No.10 金額」に金額設定あり 
・ 「No.11 地震保険料」が未設定 

 
「No.10 金額」と 「No.11 地震保険料」の両方の項目に金額がセットされている場合は、「地震保険」と

「旧長期損害保険」の両方にデータを作成します。 
 

No. 地震保険 （付帯型）地震保険 旧長期損害保険 旧長期損害保険 
3 1：損保 
6 0：無 1：有 1：有 
9 1～9 10 以上 10 以上 
10 なし 0 以上 0 以上 
11 0 以上 0 以上 なし 
12 “20070101”以降 “20061231”以前 “20061231”以前 

 
上記の組み合わせ以外はエラーとなります。 
 
4.2.4 地震保険料控除の出力イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【地震保険料または旧長期損害保険の区分】 
・ 地震保険は地震に○印が印字します 
・ 経過措置対象の長期損害保険は旧長期に○印を印字します 
・ 地震保険付帯型の長期損害保険は、［保険料控除データ訂正］画面にて”地震保険”もしくは”長期

損害保険”のいずれか一方を選択していない場合、地震保険控除欄に両方の明細（2 明細）を出力

します 
･ 地震保険付帯型の長期損害保険は、同一の契約内容とわかるように「保険等の種類（目的）」の頭

に同一番号の連番を付加します 
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5 保険料兼配偶者控除等申告書出力 
各保険料控除データを参照し、「保険料控除申告書」、「基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除

申告書」を出力します。 
配偶者控除、生命保険料控除、地震（損害）保険料控除の申告書データを保存する事ができます。保存

対象は、［年調用生保損保データ取込］から登録されたデータおよび［保険料控除データ訂正］画面より

登録したデータになります。［年調用控除データ入力］、［年調用データロジカルチェック］にて登録した

データは保存対象外となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜出力条件＞ 
① 「基本属性マスタ」／「源泉・住民税」タブの「年末(再年調)調整の区分」が“計算する” 
② 「基本属性マスタ」／「源泉・住民税」タブの「税表適用区分」の“非居住”が OFF 
③ 「基本属性マスタ」／「基本情報」タブの「在籍区分」が“退職”以外（本年中の死亡退職者を除く） 
④ 「基本属性マスタ」／「源泉・住民税」タブの「税表適用区分」が“甲欄” 
⑤ 当年にて［年末調整計算処理］を実行していない（年末計算実績データが作成されていない） 

＜出力順＞ 
 「帳票出力設定登録」にて出力順を指定します。 
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項目名 項目の設定内容 

申告書年 印字する申告書の対象年度を指定。「令和ｘｘ年 給与所得者の保険料控除申
告書・・・」のｘｘ部分の年を指定。西暦利用の場合和暦に変換して出力。 

申告書種別 「保険料控除申告書」、「基礎兼配偶者兼所得調整控除申告書」から選択。 

印刷向き 印刷対象を選択。表面か、裏面を選択。 

組織体系 全体出力の際の並び順（所属コード）および、個別出力で「所属部門コード」を
条件指定する時に利用する組織体系を指定。 

条件指定 “個別”を選択した場合に出力対象条件を設定。 

配偶者控除
等申告書出
力条件 

出力条件を選択します。 

全て 全員を出力する場合に選択 

配偶者登録者のみ 
[基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ][家族情報]の配偶者
（続柄：“01：夫”or“02：妻”）の登録がある場合
に出力 

源泉控除対象配偶者のみ 
[基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ] [家族情報]の配偶者
（続柄：“01：夫”or“02：妻”）に「源泉控除対象配
偶者」にチェックがある場合に出力 

配偶者合計所得 CSV 出力
（外部データ取込用） 

※注意 

「源泉控除対象配偶者につ
いて」参照 

源泉控除対象配偶者の「配偶者合計所得金
額」CSV データを出力する場合にチェッ
ク。”OFF”の時は「基礎控除兼配偶者控除兼所
得金額調整控除申告書」を出力。 

通し番号を 
表示する 

出力する申告書の左上に通し連番を印字する場合にチェック。 
 

配 偶 者 氏
名、住所を
印字しない 

「基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書」の「配偶者の氏名」欄
に [家族情報]の配偶者（続柄：“01：夫”or“02：妻”）を印字しない場合にチェッ
ク。”OFF”の時は配偶者氏名を印字。 
（配偶者特別控除データが登録済みの場合は対象外）について 
［保険料控除データ訂正］-［配偶者控除等入力］画面にて「配偶者合計所得金
額（見込額）」に登録のある社員は、チェックが”ON”の場合でも、配偶者氏名、
住所を印字する。 

企業型年金
加入者掛金
（見込額）を
計算しない 

｢個人型又は企業型年金加入者掛金｣欄に加入者掛金の見込額を出力したく
ない場合に”ON”にする。”OFF”の場合は、印刷実行時に［申告書年］の［加入
者掛金］の見込額を算出して｢個人型又は企業型年金加入者掛金｣に出力。 
※［給与体系情報登録］にて 9000 番台の控除項目の［加入者掛金］のチェック
が”ON”の項目が１件以上ある場合にのみ表示される。 
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注意 

・ ［企業型年金加入者掛金（見込額）を計算しない］をチェック”OFF”で実行した後に、再度チェック”

ON”で実行しても既に算出した見込み額はクリアされません。 
・ ［申告書年］に再年末調整が確定した年を指定した場合、見込み額算出の対象外となり、チェック”

ON”の状態（計算しない）で変更不可になります。 
・ ［申告書種別］に「基礎兼配偶者兼所得調整控除申告書」を選択し、［配偶者控除等申告書出力条

件］で「源泉控除対象配偶者のみ」を選択している場合に、［配偶者合計所得 CSV 出力（外部デー

タ取込用）］が選択可能です。 
・源泉控除対象配偶者について 

基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書での配偶者合計所得で“0 円”が申告された場

合に、「源泉控除対象配偶者」と判断しています。 
field/HR（諸届申請）および、［保険料控除データ訂正］の「配偶者控除」から配偶者合計所得を入

力しない場合、今年度の年調用控除データの入力前に下記処理を実施することで、源泉控除対象

配偶者の所得をあらかじめ 0 円として登録することができます 
１．[保険料兼配偶者控除等申告書出力]の「申告書種別」“基礎兼配偶者兼所得調整控除申告

書”を選択し、「配偶者控除等申告書出力条件」で「源泉控除対象配偶者のみ」「配偶者

合計所得 CSV 出力」（外部データ取込用）のチェックを ON にして「実行」ボタンを押下

し、源泉控除対象配偶者の「配偶者合計所得金額」CSVデータを出力します 

２．CSVデータの NULL データのうち、配偶者が高所得者で配偶者控除対象外の方のデータは

削除してください 

３．２で削除しなかった、NULLのデータを[年調データロジカルチェック]より CSVを取込み

ますと「0000007：配偶者合計所得 0 円」として登録されますので、この方については、

配偶者控除対象者として年末調整計算で処理されます 
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注意 

・ 「申告書種別」” 基礎兼配偶者兼所得調整控除申告書”を指定した場合に「マイナンバー印字方法］

の項目が選択可能です。 
 
 
  

項目名 項目の設定内容 

マ イ ナ ン
バー印字方
法 
 
 

下記項目は、マイナンバー管理者でログインした場合に表示される項目です。
実行ボタンをクリックした後、マイナンバーパスワードを入力する必要がありま
す。 

マ イ
ナ ン
バ ー
管 理
者 の
み 

マイナンバーを印
字する マイナンバーを印字する場合。 

マイナンバーを印
字しない 
****を印字（個人
番号登録者のみ） 

［マイナンバー登録］画面でマイナンバーが登録
されている場合に、****で埋める。 

マインナンバー管理者以外、マイナンバー管理者のどちらでログインしても表
示される項目。 

マイナンバーを印字しない 
何も印字しない 

空欄で印字する 

マイナンバー欄を記入させ
ない 

マイナンバーの登録有無、扶養親族の有無に関
わらず全てマスクする。 

［個人番号と相違ない］を
印字する 

チェックした場合、［個人番号と相違ない］の文言
を印字する。なお、「マイナンバーを印字する」に
チェックした場合は選択できない。 

申
告
書
保
存 

保存
年 再年末調整の［確定処理］が実行済みの最大年の翌年を表示。 

申告
書保
存ボ
タン 

“全体”または［条件指定］にて指定した対象者の［保存年］の「保険料控除申
告書」「基礎兼配偶者兼所得調整控除申告書」の出力データを保存する。 
実行時に基本属性マスタ （ PRKHNMST ） よ り、所得税事業所コード
（KHN_STKZ_PTN_CODE）、住民税事業所コード（KHN_JY_J_PTN_CODE）
および、「所属部門辞令名（※）」を保存する。 
※所属部門辞令名は、実行時の  基本属性マスタの所属部門コード
（KHN_LOW_UPPER_CODE）が有効な場合は、その組織階層レベル（1～9）
所属コード（KHN_SOK_LVL（1～9）_CODE）の名称を上位から順に半角ス
ペースで繋いだ名称。 
 所属部門コードが無効（退職者等）の場合は、空白をセット。 
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5.1 申告書の出力イメージ 

5.1.1「保険料控除申告書」 

 

 

 
注意 

保険料明細欄の「＊＊＊」出力および合計欄の出力について 
■生命保険 

・ 取込済の生命保険(個人年金)の保険料合計が上限に達している場合は、残りの明細欄に「＊＊＊」

を出力し、合計金額を出力する 
・ 取込済の生命保険(個人年金)の保険料合計が上限に達していない場合は、申告書が配布された

後に従業員が追記して保険料の合計が変わる事を考慮して、合計金額は出力しない 
・  取込済の生命保険の保険料合計が上限に達しているかの判断は、「保険料控除データ

（PRHKJTRN）の「HKJ_SA_HKIN (差引保険料) 」にて行い、取込んだ生命保険料データの差引保

険料の合計額が上限額を超えた場合にも、保険料控除申告書には全ての明細を出力する 
 
■地震保険 

・ 取込んだ損害保険料（地震保険、旧長期損害保険）データが上限額を超える場合には、合計額、

控除額を算出して出力する 
・ 地震保険付帯型のデータで未選択のデータが 1 件以上ある場合は、合計額は算出しない 

 

  

通し番号 申告書年 ページ番号 所属部門コード-従業員番号 
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＜保険料データ以外の出力項目の取得元＞ 
 

 
 
 

 

  

N
o. 

出力欄 表示内容 

1 申告書年 出力指示画面の［申告書年］で指定した年を出力。 

2 ページ番号 1 人で複数ページある場合は帳票タイトルの右に個人毎のページ番
号を印字 

3 所轄税務署 基 本 属 性 マ ス タ （ PRKHNMST ） の 所 得 税 事 業 所 コ ー ド
（ KHN_STKZ_PTN_CODE ）に紐づく、所得税用事業所マスタ
（PRSJGMST）の［所轄税務署コード（SJG_ZMSYO_NO）］をキーとし
て、コード名称テーブル（CMCDTMST ）の ”所轄税務署コード
（ZEISY）”より取得した内容を表示。 

4 給与支払者の名称 
（氏名） 

所得税用事業所マスタの［支払者名称（SJG_NAME）］ 

5 給与支払者の所在地 
（住所） 

所得税用事業所マスタの［支払者住所１（SJG_ADR1_NAME）］＋［支
払者住所２（SJG_ADR2_NAME）］ 

6 あなたの氏名 
（フリガナ） 

基本属性マスタ（PRKHNMST）の 
［従業員姓（漢字）（KHN_NAME_SEI）］＋空白＋［従業員名（漢字）
（KHN_NAME_MEI）］ 
［従業員姓（ｶﾅ）（KHN_NAME_SEI_K）］＋空白＋［従業員名（ｶﾅ）
（KHN_NAME_MEI_K）］ 

7 あなたの住所又は居所 基本属性マスタ（PRKHNMST）の 
上段：住民票住所１（KHN_J_ADR1_NAME） 
下段：住民票住所２（KHN_J_ADR2_NAME） 

8 所属部門コード 
-従業員コード 

基 本 属 性 マ ス タ （ PRKHNMST ） の 所 属 部 門 コ ー ド
（ KHN_LOW_UPPER_CODE ） ＋ “ - ” ＋ 従 業 員 コ ー ド
（KHN_SYN_CODE） 

9 「生命保険料控除」欄 
「地震保険料控除」欄 

［年調用生保損保データ取込］にて取込まれたデータおよび、［保険
料控除データ訂正］にて登録修正したデータを表示。 

10 個人又は企業型年金
加入者掛金 

システム NXPR の「加入者掛金」機能を使用して、月次給与から加入
者掛金を控除している場合、その 12 月までの見込み額を表示。 
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5.1.2「基礎控除兼配偶者控除兼所得金額調整控除申告書」 

  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注意 

・［給与所得者の配偶者控除等申告書］の本人の所得に係る下記の項目は印字されません。 
・あなたの本年中の合計所得金額の見積額 
・合計所得金額の見積額の計算表内の左側『あなたの合計所得金額（見積額）』の『給与所得（1）』の

収入金額と（1）〜（2）の合計額 
 

・「所得者の合計所得金額の区分の判定（区分Ⅰ）」について、 
［年末調整計算］を実施した際に、給与所得者の所得区分はシステム内部で計算します。 
その結果、所得者の 1000 万円を超過した場合（配偶者の見積額を入力した状態）には、 
自動的に配偶者（特別）控除対象外と判断します。 

 
 
 
 

所属部門コード－従業員番号 申告書年 通し番号 
個人番号と相違ない 
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＜出力項目の取得元＞ 
 

  

N
o. 

出力欄 表示内容 

1 申告書年 出力指示画面の［申告書年］で指定した年を出力。 

2 所轄税務署 基 本 属 性 マ ス タ （ PRKHNMST ） の 所 得 税 事 業 所 コ ー ド
（ KHN_STKZ_PTN_CODE ）に紐づく、所得税用事業所マスタ
（PRSJGMST）の［所轄税務署コード（SJG_ZMSYO_NO）］をキーとし
て、コード名称テーブル（CMCDTMST ）の ”所轄税務署コード
（ZEISY）”より取得した内容を表示。 

3 給与支払者の名称 
（氏名） 

所得税用事業所マスタの［支払者名称（SJG_NAME）］ 

4 給与支払者の所在地 
（住所） 

所得税用事業所マスタの［支払者住所１（SJG_ADR1_NAME）］＋［支
払者住所２（SJG_ADR2_NAME）］ 

5 あなたの氏名 
（フリガナ） 

基本属性マスタの 
［従業員姓（漢字）（KHN_NAME_SEI）］＋空白＋［従業員名（漢字）
（KHN_NAME_MEI）］ 
［従業員姓（ｶﾅ）（KHN_NAME_SEI_K）］＋空白＋［従業員名（ｶﾅ）
（KHN_NAME_MEI_K）］ 

6 あなたの住所又は居所 基本属性マスタの 
上段：住民票住所１（KHN_J_ADR1_NAME） 
下段：住民票住所２（KHN_J_ADR2_NAME） 

7 所属部門コード 
-従業員コード 

基本属性マスタの所属部門コード（KHN_LOW_UPPER_CODE）＋
“-”＋従業員コード（KHN_SYN_CODE） 

8 配偶者の氏名（フリガ
ナ） 

家族情報マスタ（PRKZKMST）の 
[続柄コード（KZK_ZKU_CODE）]が「01:夫」又は「02：妻」の 
[家族姓（KZK_NAME_SEI）]＋空白＋[家族名（KZK_NAME_MEI）] 
[家族姓（カナ）（KZK_NAME_SEI_K） ]＋空白＋ [家族名（カナ）
（KZK_NAME_MEI_K）] 

9 あなたと配偶者の住所
または居所が異なる場
合の配偶者の住所又
は居所 

家族情報マスタの[続柄コード（KZK_ZKU_CODE）]が「01:夫」
又は「02：妻」の 
上段：別居現住所１（KZK_JYUSYO1） 
下段：別居現住所２（KZK_JYUSYO2） 
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N
o. 

出力欄 表示内容 

10 生年月日 家族情報マスタの[続柄コード（KZK_ZKU_CODE）]が「01:夫」
又は「02：妻」の生年月日（KZK_BIRTH_DATE） 
 

11 老人控除対象配偶者 家族情報マスタの[続柄コード（KZK_ZKU_CODE）]が「01:夫」

又は「02：妻」の生年月日（KZK_BIRTH_DATE）を参照し、年調

年 12月 31日現在の年齢が 70歳以上の人に〇を出力 

 

12 非居住者である配偶者 家族情報マスタの[続柄コード（KZK_ZKU_CODE）]が「01:夫」
又は「02：妻」の非居住者区分 （KZK_HIKYOJU_KBN）が 「1:非
居住」の場合に〇を出力 
 

13 「あなたの本年中の合
計所得金額の見積額
*1」、あなたの合計所
得金額（見積額） 

［保険料控除データ訂正］［配偶者控除等入力］「本人合計所得金額
（見積額）」にて登録修正したデータを表示。 

14 「配偶者の本年中の合
計所得金額の見積額、
*2」、配偶者の合計所
得金額（見積額）、「配
偶者控除の額」、「配偶
者特別控除の額」 

［保険料控除データ訂正］［配偶者控除等入力］「配偶者合計所得金
額（見積額）」にて登録修正したデータを表示。 
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6 扶養控除申告書出力 
 「扶養控除申告書」を出力します。出力する内容は［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］に登録されている内容に

なります。 
 「扶養控除申告書」の出力データの保存ができます。保存対象となるのは、［申告書保存］を実行した時

点の［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］に設定されている内容です。所得の見積額等記載事項は対象外です。 
「マイナンバーを印字する」はマイナンバー管理者でログインしている場合にのみ、出力できます。また、

マイナンバーを出力するかを選択できます。 
 
「マイナンバー管理者」以外でログインした画面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「マイナンバー管理者」でログインした際の「マイナンバー印字方法」の表示 
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＜出力条件＞ 
① 「基本属性マスタ」／「源泉・所得税」タブの「年末調整計算区分」が“計算する” 
② 「基本属性マスタ」／「源泉・所得税」タブの「税表適用区分」が“非居住”が OFF 
③ 「基本属性マスタ」／「基本情報」タブの「在籍区分」が“退職”以外 
④ 「基本属性マスタ」／「源泉・住民税」タブの「税表適用区分」が“甲欄” 
⑤ 当年分の「年末計算処理」を実行していない（年調実績データが作成されていない） 
 ※申告書年で随時年調データが存在する場合は出力されません。 

 
＜出力順＞ 
「帳票出力設定登録」にて出力順を指定します。 
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項目名 項目の設定内容 
印刷向き 印刷対象を選択。表面か、裏面を選択。 

申告書年 
印字する申告書の対象年度を指定。「令和ｘｘ年 給与所得者の扶養控除等・・・」

のｘｘ部分の年を指定。西暦利用の場合和暦に変換して出力。 

組織体系 
全体出力の際の並び順（所属コード）および、個別出力で「所属部門コード」を条

件指定する時に利用する組織体系を指定。 
条件指定 “個別”を選択した場合に出力対象条件を設定。 

配偶者有無

欄 

「配偶者有無」の判定方法を選択。 
印字しない 有にも無にも○を印字しない。 

家族情報により判定 
「家族情報」に夫または妻が登録されている場合は

有に○、登録されていない場合は無に○。 

身上情報により判定 
「家族情報」を参照せず、身上情報の「配偶者の有

無」により○。 

家族または身上により判定 

「家族情報」に夫または妻が登録されている場合は

有に○、登録されていない場合かつ、「身上情報」の

「配偶者の有無」が“有”ならば有に○、それ以外は

無に○。 
例）扶養対象外の配偶者は登録しないが、配偶者は

存在するので有に○を出力したい場合などに指定す

る。 
通し番号を 
表示する 

出力する申告書の左上に連番を印字する場合にチェック。 

本人障害情

報を印字す

る。 

「障害者等の内容」に本人障害情報をHR+/NXHRより取得して表示。HR+/NXHR
導入時のみ有効。 

マ イ ナ ン

バー印字方

法 
 
 

下記項目は、マイナンバー管理者でログインした場合に表示される項目です。実

行ボタンをクリックした後、マイナンバーパスワードを入力する必要があります。 
マ イ

ナ ン

バ ー

管 理

者 の

み 

マイナンバーを印

字する 
マイナンバーを印字する場合。 

マイナンバーを印

字しない 
****を印字（個人

番号登録者のみ） 

［マイナンバー登録］画面でマイナンバーが登録され

ている場合に、****で埋める。 

マインナンバー管理者以外、マイナンバー管理者のどちらでログインしても表示さ

れる項目。 
マイナンバーを印字しない 

何も印字しない 
空欄で印字する。 

マイナンバーを印字しない 
****を印字（本人・扶養控

除） 

マイナンバーの登録有無に関わらずマスクします。な

お、扶養親族数が少なく該当者がいない場合は、マ

イナンバー欄をマスクしない。 

マイナンバー欄を記入させ

ない 
マイナンバーの登録有無、扶養親族の有無に関わら

ず全てマスクする。 
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項目名 項目の設定内容 
［個人番号と相違ない］を

印字する 
チェックした場合、［個人番号と相違ない］の文言を

印字する。なお、「マイナンバーを印字する」にチェッ

クした場合は選択できない。 

申
告
書
保
存 

保存

年 
再年末調整の［確定処理］が実行済みの最大年の翌年を表示。 

申
告
書
保
存
ボ
タ
ン 

“全体”または［条件指定］にて指定した対象者の［保存年］の「扶養控除申告書」

の出力データを保存する。実行時に基本属性マスタ（PRKHNMST）より、所得税

事 業 所 コ ー ド （ KHN_STKZ_PTN_CODE ） 、 住 民 税 事 業 所 コ ー ド

（KHN_JY_J_PTN_CODE）および、「所属部門辞令名（※）」を保存する。 
※所属部門辞令名は、実行時の  基本属性マスタの所属部門コード

（KHN_LOW_UPPER_CODE）が有効な場合は、その組織階層レベル（1～9）所属

コード（KHN_SOK_LVL（1～9）_CODE）の名称を上位から順に半角スペースで繋

いだ名称。 所属部門コードが無効（退職者等）の場合は、空白をセット。 

 

注意 

 
・ 「扶養控除申告書」で出力する内容は「申告年」で指定した“年”とは関係なく出力時点の情報を出

力します。過去の年を指定しても過去時点の情報を出力する事はできません 
・ 「扶養控除申告書」を出力する際には、給与所得者本人の年末調整年内の合計所得は考慮しませ

ん 
・ 「16 歳未満の扶養親族」が 3 名以上いる場合は、次ページに出力します 
・ 「左記の内容」には、扶養親族に出力した者のうち 3 名分の障害者の氏名、障害者手帳番号、交付

日（障害認定日の和暦表記）、障害者等級、同居区分が出力されます。4 名目以降は氏名のみ出力

されます 
・平成３０年分以降は「控除対象扶養親族」が 4 名以上いる場合に改ページします。 
・ ［申告書保存］で保存した申告書は、［申告書保存データ出力］より出力して確認できます 
（「年末調整実施マニュアル 2」の「19．保存した申告書への出力」） 

・ 「あなたとの続柄」について、［基本属性ﾏｽﾀﾒﾝﾃﾅﾝｽ］－「家族情報」に「続柄コード」が“11”〜“19”、
“21”〜”29“で登録されている場合、「家族情報」に表示される名称ではなく、”子“を固定で出力しま

す 
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6.1 扶養控除申告書出力イメージ 

 
6.1.1 令和 3 年度の扶養控除申告書出力イメージ 
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6.1.2 令和 3 年度の扶養控除申告書出力イメージ 

＜「マイナンバー印字方法」に“****を印字（個人番号登録者のみ）”を選択、「［個人番号と相違ない］を

印字する」にチェックありにて出力＞ 

 

  

申告書年 通し番号 個人番号と相違ない 
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6.2 「マイナンバー印字方法」の項目毎の扶養控除申告書出力イメージ 

「6.2.1 マイナンバーを印字する」 から、「6.2.5 マイナンバー欄を記入させない」までマイナンバー印字方

法を選択した場合の出力イメージとなります。サンプルの控除対象扶養親族のうち、「山田ふみ」のみマイ

ナンバーが未登録です。 
 
6.2.1 マイナンバーを印字する 

マイナンバー管理者でログインした場合のみ、選択可能な項目です。 
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6.2.2 マイナンバーを印字しない  ****を印字（個人番号登録者のみ） 

マイナンバー管理者でログインした場合のみ、選択可能な項目です。 
マイナンバーが登録されている場合のみマスクします。マイナンバーが登録されていない場合、または、

扶養親族が印字されていない場合はマスクしません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.3 マイナンバーを印字しない 何も印字しない  

マイナンバーの登録有無にかかわらず空欄で印字されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マイナンバーが登録さ

れていない場合はマス

クしない 
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6.2.4 マイナンバーを印字しない ****を印字（本人・扶養控除） 

マイナンバーの登録有無に関わらずマスクします。なお、扶養親族数が少なく該当者がいない場合は、

マイナンバー欄はマスクしません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.5 マイナンバー欄を記入させない  

マイナンバーの登録有無、扶養親族の有無に関わらず全てマスクします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

扶養親族が印字されていない場合

はマスクしない 

扶養親族が印字されていない場合

もマスクする 
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